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はじめに 

 

 地域水道ビジョンについて 

 

以下の構成は、厚生労働省から公表された手引きをもとにしています。 

 

目的 

２１世紀の初頭において、我が国の水道は、運営基盤の強化、安心、快適な水の確保、災害対策等

の充実、環境・エネルギー対策の強化、国際貢献等に関する取組が求められています。これらの課題

に適切に対処していくためには、各水道事業者及び水道用水供給事業者（以下「水道事業者等」とい

う。) が自らの事業を取り巻く環境を総合的に分析した上で、経営戦略を策定し、それを計画的に実行
していくことが必要となっています。 

 このような中、厚生労働省では、平成１６年６月に「水道ビジョン」を策定し、策定後３年目の平成１９年度

に第１回目のレビューを実施して、その結果を踏まえ平成２０年７月に「水道ビジョン」を改訂し、水道関

係者が共通の目標をもち、お互いに役割を分担しながら連携してその実現に取り組むために、我が国

の水道の現状と将来見通しを分析・評価し、今後の水道に関する重点的な政策課題と、具体的な施策

及び方策、工程等を示したところです。 

今後、「水道ビジョン」が掲げる「世界のトップランナーを目指してチャレンジし続ける水道」を基本理

念とし、「安心」、「安定」、「持続」、「環境」及び「国際」という５つの政策課題に関する目標を達成するこ

とにより、需要者のニーズに対応した信頼性の高い水道を次世代に継承していくためには、水道事業

者等が中心となって水道を改善・改革するための取組を進めていくことが必要不可欠です。 

このため、水道事業者等が自らの事業の現状と将来見通しを分析・評価した上で、目指すべき将来

像を描き、その実現のための方策等を示すものとして「地域水道ビジョン」の作成を推奨するものです。 

 

【水道ビジョンの目的】 

 

「今後の水道の質的向上のための方策について」（平成２年１１月） 

「２１世紀に向けた水道整備の長期目標（ふれっしゅ水道）」（平成３年６月） 

「２１世紀における水道の水道行政のあり方」 

（水道基本問題検討会 平成１１年７月） 

現状及び将来の見通しの分析・評価 

（関係者の共通目標の設定）（今後の政策課題の明確化）（具体的な施策、方策の明示） 

平成１３年水道法一部改正 水道事業の抱える 

課題の深刻化 

我が国の水道を 

取り巻く環境の変化 

今後の水道の在るべき姿 
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作成主体 

水道事業者等が自らの事業を対象として作成することを基本とします。また、水道用水供給事業とそ

の受水水道事業においては、状況に応じ、共同で作成するか、互いに整合を図って作成することが望

ましいです。 

なお、近い将来、広域化が想定される水道事業体等が共同で作成することや、広域的観点から、都

道府県が管内の水道事業者等を包括して作成することも考えられます。 

 

地域水道ビジョンの作成 

1） 記載事項 

地域水道ビジョンに記載すべき事項と、その検討に関する基本的視点を以下に示します。 

なお、地域水道ビジョンは、水道事業者等や地域の特性等を踏まえ、作成主体が創意工夫しつつ、

作成すべきものであるので、その構成や記載内容については、以下にかかわらず柔軟に考えて作成

することとして差し支えありません。 

① 事業の現状分析・評価 

給水量、給水人口等の事業計画に関する事項、財政収支・組織体制等の経営基盤に関する

事項、災害対策や環境保全対策に関する事項等について、総合的な観点から、事業の現状と将

来見通しを分析評価します。 

② 将来像の設定 

事業の現状や地域特性を踏まえ、「世界のトップランナーを目指してチャレンジし続ける水道」

を実践する各事業体等としての将来像を設定します。 

③ 目標の設定 

「水道ビジョン」において、「自らが高い目標を掲げて、常に進歩発展し、将来にわたって需要

者の満足度が高くあり続け、需要者が喜んで支える水道であることが、水道事業経営の目標であ

るべき」とされていることに留意しつつ、水道ビジョンに掲げられた５つの政策課題（「安心」、「安

定」、「持続」、「環境」及び「国際」）のほか、必要に応じて、地域特性を踏まえた課題に関する目

標を設定します。 

④ 実現方針の検討 

目標を実現するための具体的施策について、施設整備等のハード面、運営・管理等のソフト面

から検討し、その工程とともに位置づけます。 

 

2） 計画期間 

地域水道ビジョンは、１０年程度を目標期間として作成します。 
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 周防大島町水道ビジョンについて 

 

施策の大綱 

人と地球にやさしいまちづくりを目指して、地球的視野に立った環境保全対策に取り組むとともに、快

適さとうるおいに満ちた環境共生型の生活環境を整備するなど、誰の顔にも笑顔がきらめく、にこにこの

あるまちづくりを目指します。 

 

基本方針 

住民が等しく快適な生活環境を享受できるよう、水道事業の健全経営を図りながら、安全でおいしい水

の安定供給を行います。 

 

基本理念 

おいしい水の安定供給に努め、安心して快適に暮らせる生活環境のまちづくり 

 

将来像 

高効率化による町民皆水道の創造 

 

計画年次 

平成３６年度（平成３７年３月末） 

 

計画期間 

１５年間（平成２２～３６年度末） 

 

主要施策 

 ① 柳井地域広域水道企業団による安定した水の確保を図るとともに、経営の健全化を行います。 

 ② 水道水の安定的な供給と有収率の向上を図るため、老朽化した水道管の計画的な更新と水道経

営の効率化を図ります。 

 ③ 高品質な水道水維持のため、配水池等の施設更新に取り組みます。 

 ④ 水質や水量の安定、経営の健全化を図るため、簡易水道事業の統合を進めます。 

 

さて、近年の社会経済情勢の悪化や少子高齢化等による給水人口の減少により本町の水道事業は厳

しい経営を余儀なくされています。一方で、住民生活と産業活動に欠かすことのできないライフラインとし

て、安全で良質な水の安定供給に努め、健全な事業経営の確立を図っていかなければなりません。 

 「周防大島町水道事業基本計画」は、「周防大島町水道ビジョン」に基づき、安全かつ安定した給水に

努め、健全な水道事業経営の確立を図ることを目的とし作成したものです。今後の周防大島町の水道事

業の根幹をなすべき計画です。 

 内容は、本町の水道事業の現状と課題を明確にし、平成３６年度までの１５年間の水道事業の方向性と

具体的な施策を推進するための基本的な目標を掲げたものです。 

 また、事業の実施にあたっては、財政的な検討を加えた中で、水道を取り巻く社会環境の変化を考慮し

て、効率的かつ効果的な事業となるよう適宜見直しを行います。 
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第１章 周防大島町の概要と簡易水道事業の沿革 

１－１ 周防大島町の概要 

周防大島町は、山口県東南部に位置し、総面積１３８．１１㎞２と瀬戸内海で３番目の面積を有し、大畠

瀬戸を渡る大島大橋によって本土と連結しています。 

気候は、年間平均気温が１５．５℃と年間を通じて比較的温暖であり、青く澄みわたる瀬戸内の海と四

季の彩り豊かな美しい自然を有する町です。 

地勢は、全般的に山岳起伏の傾斜地で、中央に嘉納山、文珠山、源明山、嵩山など６００ｍ級の山々

が連なり、海岸部に狭隘な丘陵地が広がる程度で、大半を山地が占めています。  

明治２２年の｢明治の大合併｣、昭和３０年代の「昭和の大合併」を経て、平成１６年１０月１日、「平成の

大合併」により久賀町、大島町、東和町及び橘町が合併し、周防大島町が誕生しました。これまでのまち

づくりの足跡と新たな時代の潮流を踏まえ、豊かな自然環境や歴史・文化資源など、周防大島町が持つ

特性を生かしながら、町民一人ひとりが生きがい、暮らしがいが実感できるふるさとづくりを主題とし、「ひ

と・まち☆きらり 周防大島町総合計画」を定めまちづくりに取り組んでいます。 
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１－２ 地質概要 

 周防大島町の地質は、中生代白亜紀後期に形成された花崗岩を基盤とした領家花崗岩類に分類され

ています。領家花崗岩は出来た時期から古期領家花崗岩（粗粒花崗閃緑岩：Gor）と新期領家花崗岩

（片麻状花崗閃緑岩：Gyr）に分けられます。分布状況は、下図の地質分布図から分かるように旧久賀町

の嵩山を境に西側に古い片麻花崗閃緑岩Gor、東側に新しい粗粒花崗閃緑岩Gyr を呈しています。 
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１－３ 水道事業の沿革 

 

 

旧久賀町の水道事業は、昭和３０年度に同町中心部の久賀地区に久賀簡易水道が設立され、その後、

昭和３４年度に椋野簡易水道及び前島簡易水道を、昭和５５年度に大崎・白石簡易水道が設置され、平

成１２年度より久賀簡易水道、椋野簡易水道においては水道用水供給事業者の柳井地域広域水道企業

団（以下、「柳井広域水道」という）から水道用水の供給開始となりました。 

 

【旧久賀町水道の変遷】 

事   業 
認可 

年度 

給水人口 

（人） 

計画１人１日 

最大給水量 

（L/人/日） 

計画１日 

最大給水量 

（ｍ3/日） 

久賀簡易水道（創設） 昭和３０年 ４，８００ １５０ ７２０ 

久賀簡易水道（変更） 昭和４８年 ５，０００ ３５０ １,０８０ 

久賀簡易水道（変更） 昭和５３年 ５，０００ ３５０ １,７５０ 

久賀簡易水道（変更） 平成９年 ３，５０８ ３７１ １,３０１ 

椋野簡易水道（創設） 昭和３３年 ５００ ２２５ ７５ 

椋野簡易水道（変更） 昭和５２年 ７３０ ２４７ ３３８ 

椋野簡易水道（変更） 平成９年 ６７５ ２１２ ３１２ 

大崎白石簡易水道（創設） 昭和５５年 １８５ ２００ ３７ 

前島簡易水道（創設） 昭和３３年 ２００ １５０ ３０ 

前島簡易水道（変更） 昭和５０年 １０６ ２１７ ２３ 
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旧大島町の水道事業の小松、屋代地区においては、昭和３０年度に小松簡易水道と昭和５８年度に奥

畑簡易水道、引き続き昭和６３年度に神領簡易水道が設置され、平成１２年度に柳井広域水道からの給

水開始に伴い、小松屋代簡易水道に統合されました。 

 沖浦地区においては、志佐簡易水道が昭和２９年度に、日見簡易水道が昭和３３年度に、戸田簡易水

道が昭和５５年度に、津海木簡易水道が昭和３１年度に、出井簡易水道が昭和５２年度に、家房簡易水

道が昭和６１年度に、大原簡易水道が平成２年度に、横見簡易水道が平成６年度にそれぞれ設置され、

平成１２年に柳井地域広域水道からの給水開始に伴い、沖浦簡易水道に統合されました。 

 三蒲地区においては、昭和３１年度が三蒲簡易水道として設置され、平成１２年に柳井広域水道から水

道用水供給開始となりました。 

 離島である笠佐簡易水道については、昭和３４年度に設置されました。 

 

【旧大島町水道の変遷】 

事   業 
認可 

年度 

給水人口 

（人） 

計画１人１日 

最大給水量 

（L/人/日） 

計画１日 

最大給水量 

（ｍ3/日） 

小松簡易水道（創設） 昭和３１年 ５,０００ １５０ ７５０ 

神領簡易水道（創設） 昭和６３年 ３４０ ２００ ６８ 

奥畑簡易水道（創設） 昭和５８年 ２７０ ２００ ５４ 

小松屋代簡易水道(統合) 平成１１年 ４,０５０ ４００ １，６２０ 

三蒲簡易水道（創設） 昭和３１年 ８５０ １５０ １２７．５ 

三蒲簡易水道（変更） 昭和５２年 １,２００ ３２０ ３８３ 

三蒲簡易水道（変更） 昭和６０年 １,１１０ ４５０ ５００ 

三蒲簡易水道（変更） 平成８年 １,４００ ３８６ ５４０ 

志佐簡易水道（創設） 昭和２９年 ５７０ １５０ ８５ 

日見簡易水道（創設） 昭和３３年 ４００ １５０ ８６ 

戸田簡易水道（創設） 昭和５５年 ５００ ２００ １０８ 

津海木簡易水道（創設） 昭和３１年 ２２１ １２７ ２８．１ 

出井簡易水道（創設） 昭和５２年 ４５０ ２００ ９３ 

横見簡易水道（創設） 平成６年 ２６０ ２６５ ６８．８ 

大原簡易水道（創設） 平成２年 ２７０ ２５０ ６７．５ 

家房簡易水道（創設） 昭和６１年 ３２０ ３１２ １００ 

沖浦簡易水道（統合） 平成９年 １,６４３ ３６０ ６０５ 

笠佐簡易水道（創設） 昭和３４年 ２００ １５０ ３０ 
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旧東和地区の水道事業の油田簡易水道が昭和３３年度に、和田簡易水道が昭和４９年度に、和佐・小

泊簡易水道が昭和５１年度に、小伊保田・情簡易水道が昭和５３年度に、神浦簡易水道が平成２年度に

それぞれ設置され、平成１２年に柳井広域水道からの水道用水供給開始に伴い、東部簡易水道に統合

されました。 

 また、白木簡易水道が昭和２９年度に、森野簡易水道が昭和３０年度に、外入・船越簡易水道が昭和３

２年度に、伊崎簡易水道が昭和３６年度に、家室簡易水道が昭和４３年度に、大小積簡易水道が昭和５２

年度にそれぞれ設置され、平成１２年に柳井広域水道からの給水開始に伴い、西部簡易水道に統合さ

れました。 

 

【旧東和町水道の変遷】 

事   業 
認可 

年度 

給水人口 

（人） 

計画１人１日 

最大給水量 

（L/人/日） 

計画１日 

最大給水量 

（ｍ3/日） 

油田簡易水道（創設） 昭和３３年 ８７２ １５０ ３５０ 

小伊保田情簡易水道(創設) 昭和５３年 ５１０ ２５０ １５６ 

和田簡易水道（創設） 昭和４９年 ９５０ １５０ １５０．５ 

和佐小泊簡易水道（創設） 昭和５１年 ７５０ ２０２ １５１．５ 

神浦簡易水道（創設） 平成２年 １０４ ２８５ ２６ 

西部簡易水道（統合） 平成８年 ３，２６０ ５００ １，６３０ 

油田簡易水道（創設） 昭和３２年 ３，０００ １５０ ４５０ 

小伊保田情簡易水道（創設） 昭和５３年 ５１０ ３０５ １５６ 

和田簡易水道（創設） 昭和４９年 ９５０ １６０ １５１ 

和佐小泊簡易水道（創設） 昭和５１年 ７５０ ２００ １５２ 

神浦簡易水道事業（創設） 平成３年 １０４ ２５０ ２６ 

東部簡易水道（統合） 平成８年 ２，２８０ ５００ １，１４０ 
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旧橘町の水道事業の安下庄地区においては、安下庄簡易水道が昭和２９年度に設置、昭和５３年度

に拡張されました。また、大泊簡易水道が昭和３５年度に、秋簡易水道が昭和５６年度に、鹿家簡易水道

が昭和６３年度にそれぞれ設置され、平成１２年度に柳井広域水道からの水道用水供給開始に伴い、安

下庄簡易水道に統合されました。 

 また、日良居地区においては、島中簡易水道が昭和３６年度に、油良簡易水道が平成６年度に設置さ

れ、平成１２年度に柳井広域水道からの水道用水供給開始に伴い、日良居簡易水道に統合さました。 

 離島である浮島においては、江ノ浦簡易水道が昭和６２年度に、樽見・楽ノ江簡易水道が昭和６２年度

に設置されました。 

 源明飲料水供給事業は、農村総合整備事業により平成８年度から行われ、平成１０年５月に給水開始と

なりました。 

 

【旧橘町水道の変遷】 

事   業 
認可 

年度 

給水人口 

（人） 

計画１人１日 

最大給水量 

（L/人/日） 

計画１日 

最大給水量 

（ｍ3/日） 

秋簡易水道（創設） 昭和５６年 ３２０ ２２８ ７３ 

大泊簡易水道（創設） 昭和３５年 ２００ １５０ ３０ 

大泊簡易水道（変更）  １２０ ２９１ ３５ 

鹿家簡易水道（創設） 昭和６２年 １５０ １，０４８ １６０ 

安下庄簡易水道（創設） 昭和２９年 ５,０００  ７５０ 

安下庄簡易水道（変更） 昭和３５年 ５,０００ １６５ ８２５ 

安下庄簡易水道（変更） 昭和５３年 ３,４３０ ２９３ １,００８ 

安下庄簡易水道（変更） 平成４年 ３,８７０ ２７９ １,００８ 

安下庄簡易水道（統合） 平成９年 ３,５５６ ３６０ １,２８０ 

島中簡易水道（創設） 昭和３６年 １,１００ １５０ １１０ 

島中簡易水道（変更） 平成５年 ６２７ ３３９ ６５ 

油良簡易水道（創設） 平成６年 ４７８ ５３４ ２５５．４ 

日良居簡易水道（統合） 平成１０年 １,６７２ ４１９ ７００ 

江ノ浦簡易水道（創設） 昭和６０年 ２００ ２００ ４０ 

江ノ浦簡易水道（変更） 昭和６２年 ２００ ３６０ ７２ 

樽見・楽ノ江簡易水道(創設) 昭和６２年 １６０ ４５０ ７２ 

源明飲料水供給 平成１０年 ７７ ２５０ １９ 
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本町の簡易水道の給水普及率は９１．５％（平成２２年３月末現在）となっています。現在は弥栄ダム都

市用水を水源とする柳井地域広域水道用水供給事業に参画し、平成１２年から受水を開始し、１日責任

水量８，２１５ｍ3、使用率は約６７％となっています。 

 町内には本島の海岸沿いの平坦地に１０の簡易水道事業が点在し、高地に１の飲料水供給施設、また、

３の離島に４の簡易水道事業の計１５の水道事業等があります。 

 行政区域内の水道普及率は高いものの、既存の各施設は設置後２０年を越えているものが多数あり、

施設の老朽化は大きな課題となっています。１５の水道事業等の会計は統合できており、料金体系も統

一されています。 

 このたび、簡易水道統合整備計画を策定したことに伴い、離島の内、人口が比較的多く、水源に窮して

いる浮島については、２簡易水道を１簡易水道に平成２２年度統合し、前島及び笠佐の２簡易水道事業

については、地理的条件等から統合が困難であることから、そのまま存続します。また、その他本土の１０

簡易水道事業と１飲料水供給事業については、事業統合を行い、上水道事業に一本化することとしてい

ます。 

 

【周防大島町の水道概要】 

事   業 
認可 

年度 

給水人口 

（人） 

計画１人１日 

最大給水量 

（L/人/日） 

計画１日 

最大給水量 

（ｍ3/日） 

①笠佐簡易水道 昭和３４年 ２００ １５０ ３０ 

②沖浦簡易水道 平成９年 １,６４３ ３６０ ６０５ 

③小松屋代簡易水道 平成１１年 ４,０５０ ４００ １，６２０ 

④三蒲簡易水道 平成８年 １,４００ ３８６ ５４０ 

⑤椋野簡易水道 平成９年 ６７５ ２１２ ３１２ 

⑥久賀簡易水道 平成９年 ３，５０８ ３７１ １,３０１ 

⑦大崎白石簡易水道 昭和５５年 １８５ ２００ ３７ 

⑧前島簡易水道 昭和５０年 １０６ ２１７ ２３ 

⑨安下庄簡易水道 平成９年 ３,５５６ ３６０ １,２８０ 

⑩日良居簡易水道 平成１０年 １,６７２ ４１９ ７００ 

⑪江ノ浦簡易水道 昭和６２年 ２００ ３６０ ７２ 

⑫樽見・楽ノ江簡易水道 昭和６２年 １６０ ４５０ ７２ 

⑬源明飲料水供給施設 平成１０年 ７７ ２５０ １９ 

⑭西部簡易水道 平成８年 ３，２６０ ５００ １，６３０ 

⑮東部簡易水道 平成８年 ２，２８０ ５００ １，１４０ 

計  ２２，９７２  ９，３８１ 
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⑭
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水道事業配置図
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第２章 現状の分析と課題 

２－１ 水需要予測 

（１）計画給水人口の算出 

 １）人口統計 

 計画給水人口は、過去10年間（平成１２年度末～平成２１年度末）の行政区域内人口の推計結果より、

給水普及率を乗じて算出します。 

過去 10 年水道事業統計資料（山口県の水道の現況：発行 山口県） 

 

項目  
H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

行政区域内人口 人 22,689 22,466 22,148 21,731 21,451 21,113 20,637 20,152 19,699 19,303 

給水区域内人口 人 20,835 22,313 21,887 21,432 21,166 20,842 20,373 19,894 19,444 19,117 

給水人口 人 19,721 19,932 19,240 18,999 19,248 18,951 18,564 18,158 18,101 17,496 

給水普及率 ％ 94.7 89.3 87.9 88.6 90.9 90.9 91.1 91.3 93.1 91.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口実績グラフ 

※平成 13 年度の給水人口の急激な増加は、平成１２年度に柳井地域広域水道企業団からの水道

用水受水開始に伴い給水区域が拡大したことによります。 

 

２）推計方法 

行政区域内計画人口は、過去 10 年間の人口統計を基に計画基準年を平成２２年度（平成２３年３月

末）、目標年度を１５年度後の平成３６年度（平成３７年３月末）に設定し、時系列法により人口推計を行い、

最も過去の傾向に相関し、適切な推計式を採用します。 
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３）計画人口の推計結果 

上位計画である周防大島町総合計画による計画人口は、「平成2７年度末(2015)年：17,500人」であり、

これを通過点とし人口推計結果を補正します。給水区域内人口は、行政区域内人口に対する割合の実

績平均値９８．８%（ただし、給水拡大を行った平成１２年度を除く）で推移するものとします。給水人口は、

計画目標年度の平成３６年度に給水区域内の給水普及率１００％を目標とします。 

行政区域内人口の推計結果 

 

項目 
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 

行政区域内人口 推計値 19,002 18,701 18,400 18,099 17,796 17,500 17,115 16,731 16,346 15,962 15,577 15,193 14,808 14,424 14,039 

給水区域内人口 設定値 18,774 18,477 18,179 17,882 17,584 17,290 16,910 16,530 16,150 15,770 15,390 15,011 14,630 14,251 13,871 

給水人口 推計値 17,254 17,012 16,770 16,528 16,286 16,044 15,802 15,560 15,318 15,075 14,834 14,592 14,350 14,108 13,871 

給水普及率 推計値 91.9% 92.1% 92.2% 92.4% 92.6% 92.8% 89.2% 94.1% 94.8% 95.6% 96.4% 97.2% 98.1% 99.0% 100.0% 
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（２） 計画給水量の算出 

 １）給水量統計 

給水量の推計は、過去 10 年間（平成１２年度末～平成２１年度末）の水道事業統計資料を基に推計し

ます。過去 10年間の 1人 1日平均給水量は、ほぼ横ばいで推移しています。そのため、過去 10年間の

平均値である 330 ㍑/日/人を計画 1人 1日平均給水量と設定します。 

過去 10 年水道事業統計資料（山口県の水道の現況：発行 山口県） 

 

項目  
H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

行政区域内人口 人 22,689 22,466 22,148 21,731 21,451 21,113 20,637 20,152 19,699 19,303 

給水区域内人口 人 20,835 22,313 21,887 21,432 21,166 20,842 20,373 19,894 19,444 19,117 

給水人口 人 19,721 19,932 19,240 18,999 19,248 18,951 18,564 18,158 18,101 17,496 

給水普及率 ％ 94.65 89.33 87.91 88.65 90.94 90.93 91.12 91.27 93.09 91.52 

1 日平均給水量 m3/日 6,249 6,255 6,520 6,453 5,499 6,529 6,539 6,174 6,228 6,159 

1 人 1 日平均給水量 ㍑/人/日 317 314 339 340 286 344 352 340 344 352 

1 日最大給水量 m3/日 9,997 10,289 10,530 10,580 10,287 10,405 8,759 10,250 8,396 8,899 

1 人 1 日最大給水量 ㍑/人/日 507 516 547 557 534 549 472 564 464 509 

1 日平均有収水量 m3/日 5,138 5,149 5,125 5,073 4,605 5,195 5,185 5,085 4,900 4,899 

有収率 ％ 82.21 82.32 78.61 78.62 83.74 79.57 79.30 82.37 78.67 79.53 

負荷率 ％ 62.51 60.79 61.91 60.99 53.45 62.74 74.66 60.23 74.18 69.16 

 

２）定義 
 ・計画有収率 

簡易水道事業全体の過去 10 年間の有収率は、７８．６％～８３．７％で推移し、平均値は８０．５％

を示しています。目標値は、過去の実績平均値の８０．５％と定め、その値を維持することを目標とし

ます。 

  ・計画負荷率 

過去 10 年間の負荷率は、５３．５％～７４．７％で推移し、平均値は６３．５％を示しています。目標

値は、過去の実績最大値の７４．７％とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 

※用語説明（水道用語辞典より） 

○給水普及率：計画給水区域における人口のうち現状の給水人口の比率。 

○有効率：有効水量を給水量で除したもの。水道施設及び給水装置を通じて給水される水量が有効に使用されているかを

示す指標。 

○有収率：有収水量を給水量で除したもの。料金徴収の対象となった水量及び他会計等から収入のあった水量。 

○負荷率：一日最大給水量に対する一日平均給水量の割合。施設効率を判断する指標。 
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２－２ 水道施設の現状と課題 

 １．水源 

平成１３年４月より柳井地域広域水道企業団からの用水供給が開始され、１日当り久賀地区 １，４８５

ｔ、大島地区 １，９８０ｔ、東和地区 ２，７７０ｔ、橘地区 １，９８０ｔの合計受水責任水量 ８，２１５ｔの水を

受け入れています。平成２１年度においては、年間の基本水量 ２，９９８，４７５ｔに対して使用水量は 

２，１８６，９２３ｔとなり、供給率７２．９％となっています。 

 自己水源は小松水源、大崎・白石水源と離島である前島水源、笠佐水源、江ノ浦水源、樽見・楽ノ江

水源と、飲料水供給施設の源明水源があります。小松水源においては、平成２２年度に廃止し、柳井

広域水道から受水することとしています。その受水割合は、平成２１年度使用水量の９８．５％となります。

また将来、大崎・白石水源、江ノ浦、樽見・楽ノ江も含めると９９．７％を受水に頼るようになります。 
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年間給水量と柳井広域水道受水量 

 

水源一覧表 

水   源   名 区  分 計画取水量（ｍ3/日) 今後の計画方針 

用水供給（受水） 浄水 ８,２１５  

大崎・白石水源 深井戸 １２０ 浄水受水(年度未定) 

前島第１水源 湧水 ８ 予備水源 

前島第３水源 深井戸 ２３  

小松水源 浅井戸 ５００ 浄水受水（H22 年度） 

笠佐水源 浅井戸 ３３  

江ノ浦第１水源 深井戸 ２９ 浄水受水(年度未定) 

江ノ浦第２水源 深井戸 １３ 〃   (  〃  ) 

江ノ浦第３水源 深井戸 ３０ 〃   (  〃  ) 

江ノ浦第５水源 深井戸 ８０ 〃   (  〃  ) 

樽見・楽ノ江第１水源 深井戸 ２９ 〃   (  〃  ) 

樽見・楽ノ江第２水源 深井戸 ２９ 〃   (  〃  ) 

樽見・楽ノ江第３水源 深井戸 １８ 〃   (  〃  ) 

源明水源 深井戸 ３１．７  

計  ９，１５８．５  
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２．水道施設の状況 

（１） 配水・受水施設 

配水池は７８ヶ所あり、総貯水容量は７，６５７ｍ3であります。 

（２） 施設整備上の課題 

山口県と広島県の県境に建設された弥栄ダムを水源として、柳井地域の１市９町で水道用水を供給

する目的で、昭和５７年１２月６日、柳井地域広域水道企業団を設立しました。この間に各旧市町にお

いては、各水道施設の建設及び在来施設の改修などを行なって、供給開始に備えました。 

平成１３年４月１日に水道用水供給が開始されましたが、これにより、各市町は将来に渡る安定給水

の確保をすることとなりました。 

今後の施設整備上の課題を整理すると、次の表に示すような状況にあります。 

施設整備上の課題 

課   題 説         明 

施設の老朽化 

主要な施設は柳井地域広域水道企業団からの水道用水供給が開始された

平成１２年度頃までに建設されているために、通常の保守点検等により維持

管理が可能である。自己水源である離島等については、建設が昭和５０年

～６２年度頃のため、古い施設が多く、修繕・更新計画を策定し対応する必

要があります。 

管路の更新 

石綿セメント管の更新は町村合併までに完了しましたが、鋳鉄管などの老朽

管の更新、幹線管路の耐震化などはこれから順次対応していく必要がありま

す。 

給水区域の見直し 
簡易水道では、施設の老朽化、水質の悪化などで管理が難しくなっており、

統合を進める必要があります。 

 

（３）配水池容量の検討 

  水需要予測で算出した水量を基に、既設配水池容量が必要量を確保できているかの確認をします。 

１）計画 1人 1日計画給水量 

  水需要予測より、442 /日/人とします。 

２）計画給水人口 

  計画給水人口は、平成 21 年の給水人口 17,496（≒17,500）とします。 

３）配水池の容量 

  ①配水池の有効容量は、以下の表を標準とします。 

12

放水量の合計量

13

14

16

18

20

22

24

【簡易水道施設基準解説 P148】
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計画給水人口 配水池の有効容量

時間分と消火栓1栓の1時間

〃

〃

1日最大給水量の

〃

〃

〃

人未満
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    ②送水調整の場合 ： 1 日最大給水量の 1時間分を標準とします。 

    ③圧力調整の場合 ： 時間最大給水量の 30分間を標準とします。 

    ④少水量圧力調整の場合 ： 時間最大給水量の 10 分間を標準とします。 

⑤消火栓放水容量 ： 0.50m3/min（給水人口 500 人以上） 

0.26m3/min(100～500 人以下) 

0.13m3/min(100 人以下) 

 

  ４）検討結果 

配水池・受水槽等の容量計算結果は、全７８施設の内、３２施設が容量不足という結果となりまし

た。ただし、建設時と現在の貯留時間や人口分布の変動であり、問題となる大きな不足は見られま

せん。また、必要容量 6,500m3に対し 7,600m3を確保しているため、町全体では安全と言えます。 

下表に事業別の結果を示します。 

※詳細内容は資料編を参照下さい。 

 

事業別の配水池・受水槽容量検討結果表 

事業名 全施設 不足施設 安全施設 備考 

①笠佐簡易水道 1 0 1 自己水源 

②沖浦簡易水道 17 12 5 受水 

③小松屋代簡易水道 15 5 10 受水、自己水源 

④三蒲簡易水道 9 5 4 受水 

⑤椋野簡易水道 1 1 0 受水 

⑥久賀簡易水道 1 1 0 受水 

⑦大崎・白石簡易水道 1 0 1 自己水源 

⑧前島簡易水道 1 1 0 自己水源 

⑨安下庄簡易水道 10 6 4 受水 

⑩日良居簡易水道 4 0 4 受水 

⑪江ノ浦簡易水道 2 0 2 自己水源 

⑫樽見・楽ノ江簡易水道 2 0 2 自己水源 

⑬源明営農飲雑 2 1 1 自己水源 

⑭西部簡易水道 8 0 8 受水 

⑮東部簡易水道 4 0 4 受水 

計 78 32 46  
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２－３ 水道運営の状況と課題 

１．施設管理状況 

水道施設の維持管理については、職員が日々の点検業務を行っております。機器等の保守点検に

ついては、必要に応じて民間業者に委託しています。民間委託している業務は、検針、水質検査、電

気保安業務等があります。 

また、各施設の配水地の水位、配水量や異常発生時の通報等の運転状況を中央において監視でき

る情報システムを導入していますが、古い施設及び旧久賀町管内では情報通信システムが整備されて

おらず不完全な状況であります。 

配水管路の管理においても、管路管理システムの導入が急がれます。 

 

２．水質管理 

水質基準の内容が年々厳しさを増していく中、原水から給水栓に至るまでの一貫した水質管理の徹

底が求められています。近年、水源水質を取り巻く全国的な状況は、クリプトスポリジウム、ジアルジアな

どの病原微生物の発生等悪化する傾向にあり、水道水質に向けられる顧客の視線は厳しさを増してい

ます。 

平成１７年度より、年度末に翌年度の「水質検査計画」を策定し、この計画に基づき水源から給水栓ま

での過程で定期的に水質検査を実施し、水道水の品質管理を行っています。 

貯水槽水道（ビル等で一旦受水槽等に給水を受ける水道）については、水の供給者である水道事業

者が、周防大島町簡易水道事業給水条例に基づき、貯水槽水道の設置者に適切な関与（指導、助言

等）を行うことにより、当該施設の適正な管理の徹底を図る必要があります。 

 

３．災害対策 

本町は、東南海・南海地震防災対策推進地域に指定されています。 

水道事業には、地震などの自然災害や、水質事故、テロ等非常事態発生時においても、生命や生活

のための「水」確保が求められています。このために、当町においては、主要な配水池について耐震補

強工事と緊急遮断弁を設置する必要があります。 

また、「周防大島町地域防災計画」に基づき、地震などの自然災害に対応した水道事業独自のマニ

ュアルとして、「風水害対策」、「地震対策」、「管路事故対策」、「事故・停電対策」、「水質汚染事故対

策」、「渇水対策」のマニュアル及び新型インフルエンザ行動計画を策定整備し、応急給水・応急復旧

体制を構築しています。今後は各対策マニュアルに基づく訓練の熟度の向上を図ることが必要です。 

 

４．水道利用者サービス 

現在、水道料金の支払い方法については、郵便局及び銀行等による口座振替ならびに役場窓口で

の納付がありますが、需要者の利便性の観点から口座振替を積極的に推進してきました。 

また、水道の開始・休栓等の窓口業務について、電話による対応を行っています。 

水道の漏水等の給水サービスに関する苦情・要望等に対して迅速かつ的確に対応するための体制と

して、町内の指定給水装置工事事業者から毎年、緊急修繕に対応できる協力業者を公募によって募

集するとともに、周防大島町簡易水道緊急修繕協力業者登録を行い、周防大島町のホームページに

掲載しています。 
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５．水道未普及地域の現状 

  本町の平成２０年度の行政区域内人口２０,３７３人のうち、行政区域内人口に対する水道普及率の割

合は９１．９％です。水道未普及地域は５箇所で人口は２７０人です。これらの地域は、山間部等に位置し

ており、井戸水等を利用している状況です。 

 「水道未普及地域解消計画」により、公衆衛生の向上及び生活環境の改善を図るため整備を進めてい

るところです。しかしながら、多額の費用が必要なため、給水要望、緊急性、財政状況等を勘案しながら

施設整備を行う必要があります。 

 

６．事業経営 

（１） 組織体制 

周防大島町は、町長が水道事業管理者の職務を行っており、水道事業管理者の権限に属する事務

を処理するために上下水道課を置いています。上下水道課長以下２０名体制により水道班、下水道班、

管理班の３班で簡易水道事業と下水道事業の運営を行っています。周防大島町機構改革によれば、

平成２８年度の組織機構において上下水道課長以下１４名体制となっています。 

 

組織図                            （平成２１年４月現在） 

 

（２） 経営状況 

平成２０年度の決算状況では、１,１３６,９４３千円の収支となっています。一般会計からの繰入金５５０,

３０６千円のうち赤字補てん部分が２２１,５６２千円となっており、厳しい収支状況となっています。 

水道施設の維持管理に必要な財源は料金収入であり、建設改良費に対しては補助金や地方債を財

源としています。平成１６年度の合併後２回にわたって、料金改定を行ってきたが、収支状況について

は、依然として厳しい状況にあります。今後も料金改定等を段階的に実施し、施設の計画的な維持管

理に努め、経営状況の安定化を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

（水道事業管理者） 

環境生活部長 

（水道技術管理者） 

上下水道課 

（課 長） 
管理班  （５名） 

水道班  （７名） 

下水道班  （７名） 
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（３） 経営上の課題 

経営上の課題について、収支状況と維持管理状況の面から整理すると次の表に示すような状況にあ

ります。 

経営上の課題整理 

区分 課  題 説             明 

伸びない収益 定住人口の減少で給水量が伸びないため収益は減少傾向です。 

計画的な 

設備投資 

維持管理費においては、委託料、修繕費等の見直しによるコスト縮

減を図ります。今後の建設改良は、将来に収益増加が見込めない

状況で進め、財政計画を作成し、計画的な設備投資が必要です。 

財 

政 

状 

況 
財源の確保 今後の施設整備には、計画的な財源確保が必要です。 

人材の確保 

及び育成 

専門的な業務に対応するためには、計画的な人材育成が必要で

す。また、経営や給水サービスに関して職員としての意識改革を進

める必要があります。なおかつ、より専門的な業務については、外

部委託などに取り組む必要があります。 

業務の改善 業務のマニュアル化・標準化・業務プロセスの改善を図る必要があ

ります。業務処理の問題点を洗い出し能率向上を図るために、経営

業務のマニュアル化が必要です。 

維 

持 

管 

理 

状 

況 
情報の活動 導・送・配水管のデータベース化（配管管理システム）を図る必要が

あります。 

 

７．環境・エネルギー対策 

地球温暖化対策（二酸化炭素（CO2）の排出抑制）及び環境問題への積極的な取組がこれからの水

道事業にとって重要な責務であると考えています。 

漏水防止は、水循環系への負荷を軽減するだけではなく、送配水段階の環境負荷削減効果もあると

指摘されています。また、配水池等で消費する電気エネルギーや薬品使用量の削減を目指した効率

的な水運用を行うことが必要です。 

設備更新時においては、省エネルギー型設備の計画的導入に関して積極的な取組みが必要と考え

ています。 
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 第３章 これからの水道事業運営の目標 

３－１ 基本理念 

 水道施設は住民の日常生活を維持し、地域の経済社会活動を支える基幹的な施設であり、ライフライ

ンとして安全な水を安定して供給する使命を持っています。このために、「安心」、「安定」、「持続」及び

「環境」という４つの観点から 

 おいしい水の安定供給に努め、安心して快適に暮らせる生活環境のまちづくり 

を基本理念とします。 

 

３－２ 施策目標 

 この基本理念を実現していくため、今後の水道事業経営の基本目標として、次の６つの施策目標を設

定します。 

（１） 安定給水の確保 

安全な水を安定供給するために、施設や設備の耐用年数・機能劣化の状況を適格な把握に

努め適切に修繕や更新を行います。 

また、柳井地域広域水道企業団との連携により安定した水の確保を図り、渇水に強いまちづくり

を推進します。 

 

（２） 安心快適な給水の確保 

安心して飲める水をいつでも供給するため、水質管理体制の充実と小規模貯水槽の指導・助

言等と直結給水への推進に努め、安全な水の供給を図っていきます。 

給水装置基準を統一する取組みと工事事業者に対する周知、研修の充実に努めます。 

 

（３） 健全な事業運営の持続 

厳しい経営環境のもとで、信頼性の高い水道を次世代に継承していくために、事業運営形態

について、合理的な各種手法の調査・研究を行います。また、簡易水道の統合を図ることによ

り、長期的に安定した経営基盤の確立を目指します。 

メーター検針業務・水質検査業務等各種業務の民間委託を進めてきましたが、引き続き調査

検討により委託可能な業務については、民間委託を推進し、業務の効率化・合理化に努めま

す。 

更新期を迎えた水道施設の更新計画を策定し、費用負担の平準化を図り、施設の統廃合を

含めた効率的な水運用を行います。 

情報の総合的活用により事務事業の効率化や維持管理水準の向上を図るため、各種情報の

共有化と管理体制の統一化を進めます。 
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（４） 水道利用者サービスの向上 

多様化している住民ニーズの把握に努め、また、このニーズに迅速に対応することにより、顧

客満足度の向上に努め、経営改善を図ります。 

また、水道事業の透明性向上と説明責任を果たすため、業務状況等の情報公開に努めま

す。 

 

（５） 災害対策等の充実 

地震時にも被害を最小に留め早期復旧が図れるよう主要施設の耐震化を図ります。 

また、地震など非常時の対応がスムーズに行えるように、災害対策等マニュアルに定めた諸活

動を迅速に行えるよう、熟度向上を目指し訓練を行ない、災害に強い水道事業を目指します。 

 

（６） 環境・エネルギー対策の強化 

地球温暖化対策などの環境問題に対応するため、再資源利用、省エネルギー対策を図りま

す。 

また、漏水防止のために漏水調査を実施し、水の有効利用と省エネルギー対策を図ります。 
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第４章 水道事業運営の基本施策及び取組項目 

４－１ 取組項目と優先度の設定 

 第３章に掲げた６つの「施策目標」を実施するため、次に掲げる基本施策に取組項目を設けるとともに、

取組むべき優先度を設定します。 

 施策の優先度の設定方法は現状を踏まえた上で判断し、それぞれの施策を以下の３つのレベルに分

類します。 

 

○ レベル１ ： 早急に解決すべき施策 

水道事業の運営において、明らかに支障をきたしている課題や水道利用者の健康

を脅かす課題 

○ レベル２ ： 目標年度までに取り組む施策 

レベル１ほどでもないが、比較的緊急度が高く、目標年度までには取組むべき施策 

○ レベル３ ： 最終的な将来像に向けて取組む施策 

対策に時間がかかり目標期間内に目標達成困難な施策 

 

表施策目標に係る具体的な取組項目と優先度 

施策目標 基本施策 
対応の 

優先度 

水源計画 ２ 

取水設備更新事業の推進 ２ 

配水設備整備事業の推進 ２ 

漏水対策の強化 ２ 

1．安定給水の確保 

技術基盤の確保 １ 

原水水質保全の強化 １ 

水質管理の適正化 １ ２．安心快適な給水の確保 

小規模貯水槽水道の適正管理 １ 

経営の効率化、高水準化 ２ 

事業化計画の策定 ２ 

財政計画の策定 ２ 

水道事業統合 ２ 

３．健全な事業運営の持続 

民間活用の検討 ３ 

未普及地域解消 ３ 

顧客満足度の向上 ２ ４．水道利用者サービスの向上 

水道料金支払いの利便性の向上 ２ 

水道施設の耐震化 ３ 
５．災害対策等の充実 

災害対策マニュアルの整備 １ 

再資源利用、省エネルギー対策の推進 ３ 
６．環境・エネルギー対策の強化 

有効率の向上 ２ 
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第５章 施策の実現に向けた具体的な取組項目 

 第４章で掲げた基本施策の取組内容について、６つの施策目標ごとに取組みます。 

５－１ 安定給水の確保 

１ 水源計画 

目 標 

 安定水源の確保に努めます。 

取 組 

 離島を除く水源については、柳井地域広域水道企業団からの浄水受水とするように図ります。責任水

量内での水道給水に努めますが、責任水量に現在余裕があるので、今後、新たな給水確保に努めます。

離島については、今後も施設の維持管理に努め、安定水源の確保を図ります。 

２ 取水設備更新事業の推進 

目 標 

 昭和５０年前半から昭和６０年代にかけて建設した取水施設について、建設後３０年が経過し老朽化が

進行しています。 

 このため、更新計画を策定し計画的な更新に努めます。 

取 組 

 小松水源については、平成２２年度に廃止とします。また、大崎・白石水源についても、今後、柳井地域

広域水道企業団からの浄水受水とするように整備を図ります。 

 離島及び源明水源の取水設備については、電気計装設備等の機器類の更新を行ないます。 

３ 配水設備整備事業の推進 

目 標 

 町内には、大小合わせて７８の配水・受水施設があります。この内柳井地域広域水道企業団から直接受

水している配水池が９ヶ所あり、一部の施設が老朽化しているので計画的な更新を推進します。 

また、配水管については石綿セメント管全ての布設替えが完了しましたが、布設後５０年以上経過した

老朽鋳鉄管等については、布設替えを推進します。 

取 組 

① 配水池については、定期的な清掃を計画的に実施します。 

② 老朽化している配水池の更新については、簡易水道統合による配水施設の統廃合を含めた効率

的な水運用計画の見直しにより実施します。 

③ 電動弁、減圧弁等の整備については、年次整備計画を策定し定期的に実施します。 

④ 配水管整備については、これまでの管路更新状況を整理し、重要度、老朽度の高い管路から計画

的に更新を行ないます。また、重要な管路については、耐震管を採用し水の安定供給を図ります。 

４ 漏水対策の強化 

目 標 

 漏水については、貴重な水資源を無駄にしていることになるうえ、道路陥没や浸水等の二次災害を未

然に防止するため、漏水調査を積極的に推進します。 

 また、発見した漏水を早期に修繕することにより、安定給水の確保を図ります。 

取 組 

① 漏水調査の実施については、中央監視における深夜配水量の変化確認により漏水の恐れのある
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地域の調査頻度を上げて、漏水発見に努めます。また、精度の高い調査機器の導入の検討及び

自前で行う漏水調査技術の向上のため、研修を行い、人材育成を図ります。 

② 漏水修繕体制については、漏水修繕にあたり、町内の水道工事業者に毎年募集を行い、緊急時

対応業務委託により連絡体制を密にし、迅速な対応の体制を整えます。 

５ 技術基盤の確保 

目 標 

 現在、水道施設の運転及び管理は全て町職員が行っています。職員の人材育成としては、積極的に

水道技術研修に参加させ、専門的知識・技能等の向上を目指します。 

 また、水道事業の専門職員の退職により、技術の継承が途切れる恐れがありますので、適切な継承を

図る体制整備に努めます。 

取 組 

 今後も研修会等へ参加して技術力の向上を目指します。また、今後は安全性、経済性を考慮しながら

水道施設の運転・維持管理の第三者委託の可能性を検討していきます。 

 水道施設管理マニュアルを整備し、職員の平準化を図ります。 

 

５－２ 安心快適な給水の確保 

１ 原水水質保全の強化 

目 標 

 本町の離島における水源は、井戸等からなっており、将来にわたり安心・安全な給水を確保するために、

原水水質の保全を図ります。 

取 組 

 より良好な原水を安定的に得るため、関係官庁と連携して、水源の水質保全や維持を図り、安全・安心

な水の供給を図ります。 

２ 水質管理の適正化 

目 標 

 水質基準は平成１６年に大幅に改正され、新しい水質項目や基準値が厳しくなった項目もあります。 

 本町では毎年「水質検査計画」を策定し、ホームページで公開していますが、今後とも適切な水質管理

と情報公開を推進します。 

取 組 

 水源から蛇口までの適切な水質監視及び水質検査を行うために「水質検査計画」を毎年度作成し、事

前にその内容を公表するとともに検査計画の｢水質検査全項目｣、「クリプトスポリジウム指標菌及び本体

検査」などの検査を実施しています。 

 また、末端給水については、残留塩素、濁度、色度等のきめ細やかな水質管理を推進します。 

３ 小規模貯水槽水道の適正管理 

目 標 

 貯水槽水道（ビル等で一旦受水槽等に給水を受ける水道）については、管理の不徹底に起因して、し

ばしば衛生上の問題が発生する恐れがあるので、適正な管理について啓蒙普及を推進します。 

取 組 

貯水槽水道の適正な管理に向けた指導の徹底と、直結給水への移行を推進します。 
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５－３ 経営基盤の強化 

１ 経営の効率化、高水準化 

目 標 

 経営上の課題を整備し改善するために、事業の効率化・高水準化を推進します。さらに今後、老朽化し

た施設を維持管理しながら各種施策を進めていくためには、経営コストの削減に努め、より原価を意識し

た経営に努めます。 

取 組 

 ① 経営改善方策 

経営の課題と対応策 

経営の課題 経営改善のための対応策 

・ 経営の効率化 

・ 経営の高水準化 

・ 情報管理システムの導入 

・ 事務の標準化・マニュアル化 

・ 組織と事務事業の見直し 

・ サービス水準の検討 

・ 環境に配慮した事業運営 

 ② 情報管理システムの構築 

  現在、情報管理システムとして、財務会計システムを導入し、また、施設の状況及び運転状況に関す

る情報管理スステムとして、NTT 回線による遠方監視制御装置（テレメータ装置）は久賀地区を除く３地

区について導入されています。 

  今後の事業経営を考えると、情報管理システムの導入は避けて通れない課題ですが、システム構築

には多大なコストと労力を必要とすることから、当町の事業規模を前提に、必要なシステムから段階的に

構築することで、効率化・高水準化を進めていく予定です。 

 ③ 経営効率化事業 

  町が経営する事業では透明性の確保と説明責任が求められています。これに対応するためには、住

民に対するサービスの向上を念頭に、計画的に事務事業を進め、積極的に情報公開を進めていく姿

勢が必要です。経営効率化のために、次の整備を進める計画です。 

   経営効率化のための対策 

経営効率化事業 事業の内容 

水道台帳システム 

設備台帳システムの構築 

中央監視システムの構築 

施設の仕様、維持管理情報などをデータとして

蓄積し、施設・設備の状況や履歴を確認して、

計画的な修繕や更新が行なえるシステムを構

築します。 

まず、遠方監視制御装置が未整備の久賀地区

においてはシステム整備を進め、さらに他の３

地区を統合した中央監視システムを構築しま

す。 

基本計画の見直し 経営環境の変化に対応し、実績に照らして、定

期的に見直しを行います。 
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２ 事業化計画の策定 

目 標 

  事業計画は「おいしい安全で安定した水の供給」を基本に、緊急性・老朽化対策などの事業を簡易水

道統合整備事業として行います。 

取 組 

① 老朽した配水池や中継ポンプ場の設備については、簡易水道統合により施設の統廃合を含めた

効率的な水運用を根幹として施設整備を行います。 

② 災害対策事業として、柳井地域広域水道企業団より直接受水している配水池の９施設については、

緊急遮断弁の設置を行ないます。 

３ 財政計画の策定 

目 標 

 健全な事業経営を維持しながら前記のような事業を実施するには、事業の資金内訳や適正な料金水準

などを検討し、場合によっては事業計画を見直し、財政計画を立て直します。財政計画は、資金計画、料

金水準、建設改良事業の規模と時期によって大きく変動します。 

取 組 

 現状においては、一般会計からの繰入金が５５０,３０６千円のうち赤字補てん部分が２２１,５６２千円とな

っており、この状況で、新たに建設改良事業を行なうことは難しく、簡易水道事業統合により上水道事業と

なることは、現状での可能性は低い状況です。したがって、厚生労働省が所管する簡易水道統合整備事

業などの国庫補助金の活用により新規建設改良事業の導入を推進します。 

 今後、一般会計からの赤字補てん部分の縮小に向けて財政計画を策定し、平成２８年度に上水道事業

へ移行することを目標に事業計画を見直します。 

４ 簡易水道事業の統合 

目 標 

 現在の簡易水道特別会計の財務状況では、施設更新や改良工事などの単独対応は、もはや限界に達

しているとの判断から、国の方針に基づき簡易水道事業の上水道への事業統合を進め、経営基盤の強

化を図ります。 

取 組 

 今後、厚生労働省が所管する簡易水道統合整備事業などの国庫補助金を活用し、施設の更新及び改

良を合理的かつ効率的に行なう計画を策定します。なお、浮島の二簡易水道については、平成２２年度

に事業統合し、浮島簡易水道とする予定であります。 

５ 民間活用の検討 

目 標 

 近年、規制緩和の推進による地方自治法の改正により、水道事業など公営企業の経営形態についても

選択肢が増え、事業体の状況に合わせて、従来の業務委託のほか、指定管理者方式、PFI 方式、地方

独立行政法人など各種方式の導入が図られるようになってきました。これらは、地域独占的な事業である

水道事業の経営に、市場競争原理を適切な形で取り入れることにより、効率的な経営と水道事業の活性

化を図るもので、当事業体においても、民間活用を模索します。 

取 組 

 どのような経営形態を選択するかは、事業運営の基本にかかわる事項です。住民に必要不可欠の公共
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サービスである水の供給を将来にわたりどのような形で行なっていくか、十分に検討し効率的な経営を心

がけていきます。 

 なお、各種業務の民間委託を進めてきましたが、引き続き委託が可能な業務については調査検討し、

業務の効率化・合理化に努めます。 

 

５－４．水道利用者サービスの向上 

１ 水道未普及地域の解消 

目 標 

 平成２１年度末で水道未普及地域は４箇所です。公衆衛生の向上及び生活環境の改善を図るため、こ

れらの解消に努めます。 

取 組 

 水道未普及地域の生活改善を図るために、現状把握・給水方策を検討し、条件の整ったところから施

設整備を図ります。 

２ 顧客満足度の向上 

目 標 

 多様化している住民ニーズを把握するとともに、そのニーズに迅速に対応することによって顧客満足度

の向上に努め、経営改善を図ります。 

取 組 

 使用者の利便性や満足度の向上を図るためには、使用者の要望に対する的確な対処が求められるた

め、人的な面から顧客サービスを提供する主体である職員の質を高めます。 

 さらに広報紙やホームページ等での広報活動を充実するとともに、水道事業の透明性向上と説明責任

を果たすため、情報公開に努めます。 

３ 水道料金支払いの利便性の向上 

目 標 

 水道料金の納めやすい環境づくりを図ります。 

取 組 

 口座振替は、利便性や費用対効果が最も高いことから、引き続き積極的に推進します。また、カード決

済等の新たな支払制度について手数料等の収納コスト、収納体制、近隣市町の動向を見ながら調査研

究を行い、優先度の高いものから導入していきます。 

 

５－５．災害対策の充実 

１ 水道施設の耐震化 

目 標 

 地震等の災害発生時に水道施設の被害を最小限に抑え、生活基盤としてのライフライン機能を確保す

るために、水道施設の耐震化を図ります。 

取 組 

① 緊急遮断弁については、災害時における飲料水の確保のため、柳井地域広域水道企業団より直

接受水している配水池に設置します。 

② 配水池等の基幹施設は、上位計画に合わせ震度６弱の揺れに対応できるよう、新水道施設耐震設
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計指針 2009 に準じて地震動レベルを設定し、重要施設から順次補強更新を行います。 

③ 基幹管路の耐震化については、地震に強い耐震管へ順次更新します。 

２ 災害対策等マニュアルの整備 

目 標 

 水道事業者には、地震などの自然災害や、水質事故、テロ等の非常事態においても、生命や生活のた

めの水の確保が求められています。このため、基幹的な水道施設の整備保全や重要施設等への給水の

確保、さらに、被災した場所でも速やかに復旧できる体制整備に努めます。 

取 組 

 本町は東南海・南海地震防災対策推進地域に指定されていることから、特に地震時の対応を中心に、

大雨、台風などの災害に迅速かつ適切に対応できるように「周防大島町地域防災計画」に基づき、各災

害等別に「災害対策マニュアル」の整備を行ってきました。今後も地震などの非常時の対応がスムーズに

行なえるよう、事前対策、事後対策を見直し、実務に利用できるように改善をします。 

 新型インフルエンザ対策としては、厚生労働省の水道事業者等における新型インフルエンザ対策ガイド

ラインにより、「新型インフルエンザ行動計画」を策定しましたが、今後の情勢の変化等を踏まえ、今後も

引き続き必要に応じて見直をします。 

 各災害等に対応する対策マニュアルに定めた諸活動を迅速に行なえるよう、熟度向上を目指して訓練

を行ない、備蓄すべき応急復旧資機材のあり方については、調査・検討を行ないます。また、既存水道施

設の耐震診断等を行い、その耐震性能を把握し、早期に耐震化計画を策定した上で、計画的に耐震化

を進めます。 

 

５－６．環境・エネルギー対策の強化 

１ 再資源利用、省エネルギー対策の推進 

目 標 

 水道事業による環境負荷を低減するために、水資源やエネルギーの有効活用、資源リサイクルの推進

などにより、環境に配慮した事業経営を推進します。 

取 組 

 地球温暖化対策の一環として、再資源利用、省エネルギー対策の強化を図ります。また、更新する施設

の高効率化機器の計画的導入などを検討し、環境負荷の低減に向けた事業運営を目指します。 

２ 有効率の向上 

目 標 

 漏水の減少は有効率の向上となり、水の有効利用と省エネルギーにもなります。 

取 組 

 管路からの漏水を計画的かつ効果的に解消するために以下の項目を実施します。 

① 管路の実態を的確に把握し、老朽化による布設替えが必要と判断される管路を道路管理者等と連

携し計画的かつ効率的に更新していきます。 

② 配水管の更新計画において、漏水調査を反映させ、有効率向上に取り組みます。 

③ 給水管からの漏水を未然に防止するため、配水管の更新と併せて計画的に給水管の切替えを行

うほか、水道メーターの取替えや漏水修繕工事等の機会を効果的に捉えて給水管の切替を行い

ます。 
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